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調 査 結 果 の 概 要 
 

■ 雇用問題について ■ 
 

① 雇用の過不足状況（全体） ～ 「人材不足」感は依然強く、７割を超える！ ～ 

・リーマン・ショック以降緩やかに増加傾向にあった「人材不足」が、今回調査において昨年春調査以来再

び 7 割を超えた（70.3%）。 

・業種別にみると、「人材不足」は製造業および非製造業ともに７割を超えている。特に製造業において  

急激に増加しており、今回調査において 7.4 ポイント増加して７割を超えた（71.4%）。 

 

② 雇用の過不足状況（職種別） ～ 製造業の７割超が現業・技術職不足！ ～ 

・職種別にみると、現業職および技術職において「不足」感が全体の約７割に達している（現業職 68.9%、

技術職 72.5%）。これを業種別にみると、製造業の現業・技術職において「不足」感は顕著に表れており、

ともに７割を超えた（製造業：現業職 72.7%、技術職 77.3%）。       

 

③ ２０１９年新卒者の採用状況 ～ 「増加した」企業は依然として５割！ ～ 

・新卒者の採用人数について、前年より「増加した」企業は 2.6 ポイント減少して 45.5％となった。 

  ・採用人数が増加した理由は、「退職者（定年も含む）増加に伴う補充」（45.7%）が最も多い一方、減少し

た理由では、「応募者の減少」および「内定辞退者の増加による採用減」（ともに 41.7%）となっている。 

 

④ ２０２０年新卒者採用数の方向性 ～  「増やす」企業は減少！ ～ 

・２０２０年新卒者採用数の方向性については、リーマン・ショック以降、増加傾向にあった「増やす」

と答えた企業は、今回の調査ではいずれの学歴においても減少したが、同数以上（「増やす」もしくは「変

わらない」）と答えた企業が大卒および高卒ともに 5 割を超えている（大卒「増やす」16.7%＋「変わら

ない」44.4% → 61.1%）。 

 

■ 諸手当の支給状況について ■ 
 

① 正社員への支給状況について ～  支給割合が高いのは「通勤手当」９６.８％！ ～ 

・正社員に支給されている手当に関して、支給割合が高い手当については、「通勤手当」が最も多く（96.8%）、

次いで「役付手当（役職手当）」（94.6％）、「家族手当」（90.1%）の順となっている。 

 

② 有期雇用労働者等への支給状況について 

・有期雇用労働者等で正社員と同じ基準で支給されている手当について最も多かったのは、フルタイム勤 

務では「年末年始手当」（77.3％）、短時間勤務では「通勤手当」（61.1％）、定年後再雇用者では「年末

年始手当」（93.2％）であった。また、無期転換者については「待機手当」（57.1％）となっている。 
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２０１９年第１回 雇用問題等アンケート 集計結果 

福岡県経営者協会 

 

 

   目  的 ： 今後の雇用対策及び企業経営の参考とするため 

   対  象 ： 福岡県経営者協会会員企業 

   回答状況 ： 調査対象企業４０５社のうち、回答社数９３社（回収率 23.0%）。 

このうち、産業別では、製造業２２社（23.7%）、非製造業７１社（76.3%）。 

規模別では、３００人未満の企業５１社（54.8%）、３００人以上の企業４２社（45.2%） 

   調査期間 ： ２０１９年（令和元年）６月１０日～７月２３日 

 

 

■ 回答企業の属性 (業種および規模)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造業

21.4%

非製造業

78.6%

回答企業の属性

（製造業、非製造業）

食品

4.3%

紙・パルプ

2.2% 新聞・出版

1.1%

化学・ゴム

3.2%

窯業・土石

1.1%

鉄鋼

3.2%
機械・金属

3.2%電機

4.3%
その他製造業

1.1%

建設

10.8%

電力・ガス

3.2%

卸・小売

21.5%

運輸・倉庫

11.8%タクシー

1.1%

情報・広告

2.2%

医療

1.1%
教育

2.2%

団体

1.1%

その他非製造

21.5%

回答企業の属性（業種別）

製造業

23.7%

非製造業

76.3%

回答企業の属性

（製造業、非製造業）

300人未

満の企業

54.8%

300人以

上の企業

45.2%

回答企業の属性（規模別）
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■ 雇用問題 ■ 

１．雇用の過不足状況 

(１) 雇用の過不足状況 （全体） 

雇用の過不足状況について、今回の調査では「人材不足」と回答した企業が 2018 年春調査以来再

び 7 割を超えた（70.3%）。 次いで「適正」（16.5%）、「雇用過剰と人材不足の両面がある」（11.0%）

の順となっており、「雇用過剰」と回答した企業はなかった。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 参 考 》 福岡経協過去の調査との対比 

雇用過剰

0.0%
適正

16.5%

人材不足

70.3%

雇用過剰と人材

不足の両面

11.0%

その他

2.2%

1 － 1．雇用の過不足状況

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

2.3%

0.8%

3.0%

2.9%

4.4%

5.4%

7.2%

7.0%

9.6%

6.1%

6.5%

12.4%

14.7%

1.6%

2.4%

0.9%

2.0%

1.2%

16.5%

16.8%

19.6%

21.0%

29.8%

23.5%

29.2%

24.8%

30.4%

27.7%

32.2%

34.6%

38.4%

38.5%

42.6%

33.6%

44.5%

42.1%

40.4%

42.3%

39.5%

43.6%

31.0%

29.9%

30.0%

28.4%

26.5%

70.3%

67.3%

71.1%

61.9%

56.4%

52.2%

46.0%

51.2%

40.0%

42.3%

35.5%

32.3%

20.3%

22.2%

20.9%

24.0%

17.2%

12.3%

14.9%

12.2%

14.0%

9.0%

33.3%

33.9%

40.0%

38.3%

32.5%

11.0%

14.2%

9.3%

16.2%

12.8%

23.5%

22.1%

20.7%

24.3%

26.2%

28.9%

28.6%

34.1%

32.6%

26.4%

33.6%

28.1%

34.2%

37.7%

37.4%

31.8%

28.2%

32.5%

29.9%

26.4%

28.4%

37.4%

2.2%

1.8%

0.0%

1.0%

1.1%

0.9%

2.7%

3.3%

2.6%

1.5%

2.5%

1.5%

4.3%

2.2%

4.7%

1.6%

3.1%

1.8%

0.9%

1.6%

2.3%

4.5%

1.6%

3.9%

2.7%

2.9%

2.4%

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2010秋調査

2010春調査

2009秋調査

2009春調査

2009緊急調査

2008秋調査

2008春調査

2007秋調査

2007春調査

2006秋調査

1 － 2．雇用の過不足状況 （過去の調査対比）

雇用過剰 適正 人材不足 雇用過剰と人材不足の両面 その他
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（２）雇用の過不足状況（業種別） 

     業種別にみた雇用の過不足状況は、今回、製造業および非製造業ともに「人材不足」と回答した企

業が７割を超えた。特に製造業では 7.4 ポイントの大幅な増加（製造業「人材不足」：2018 秋調査、

64.0% → 2019 春調査 71.4%）となっており、また、非製造業においても 2018 春調査以来再び７割

となった（非製造業「人材不足」：2019 春調査 70.0%）。 

     

      【 製造業 】 

 

【 非製造業 】 

雇用過剰

0.0%

適正

9.5%

人材不足

71.4%

雇用過剰

と人材不

足の両面

19.0%

その他

0.0%

1－3．雇用の過不足状況

（製造業）

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

8.6%

2.6%

2.9%

7.9%

7.7%

12.8%

14.7%

13.2%

10.8%

10.8%

雇用過剰, 5.6%

9.5%

4.0%

14.3%

32.1%

37.0%

38.7%

22.6%

28.1%

20.0%

36.8%

31.4%

39.5%

35.9%

43.6%

41.2%

42.1%

43.2%

40.5%

適正, 33.3%

71.4%

64.0%

66.7%

46.4%

37.0%

25.8%

35.5%

34.4%

34.3%

26.3%

22.9%

23.7%

12.8%

5.1%

17.6%

13.2%

16.2%

10.8%

人材不足, 8.3%

19.0%

28.0%

19.0%

21.4%

22.2%

35.5%

38.7%

34.4%

34.3%

34.2%

40.0%

28.9%

35.9%

38.5%

26.5%

28.9%

27.0%

35.1%

雇用過剰と人材

不足の両面, 

52.8%

0.0%

4.0%

0.0%

0.0%

3.7%

0.0%

3.2%

3.1%

2.9%

0.0%

2.9%

0.0%

7.7%

0.0%

0.0%

2.6%

2.7%

2.7%

その他, 0.0%

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2010秋調査

2010春調査

1－4．雇用の過不足状況 （製造業）

雇用過剰

0.0%

適正

18.6%

人材不足

70.0%

雇用過剰と

人材不足の

両面

8.6%

その他

2.9%

1－5．雇用の過不足状況

（非製造業）

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.2%

0.0%

1.1%

1.0%

1.0%

2.1%

4.6%

5.5%

9.1%

雇用過剰, 6.4%

18.6%

20.5%

21.1%

16.9%

26.9%

17.9%

31.7%

23.6%

35.0%

23.9%

32.6%

32.6%

39.4%

36.5%

43.2%

29.9%

45.1%

42.9%

適正, 43.6%

70.0%

68.2%

72.4%

67.5%

64.2%

61.9%

50.0%

57.3%

42.5%

48.9%

40.7%

35.8%

23.2%

29.2%

22.1%

28.7%

17.6%

13.0%

人材不足, 17.9%

8.6%

10.2%

6.6%

14.3%

9.0%

19.0%

15.9%

15.7%

20.0%

22.8%

24.4%

28.4%

33.3%

30.2%

26.3%

35.6%

28.6%

33.8%

雇用過剰と人材

不足の両面, 

30.8%

2.9%

1.1%

0.0%

1.3%

0.0%

1.2%

2.4%

3.4%

2.5%

2.2%

2.3%

2.1%

3.0%

3.1%

6.3%

1.1%

3.3%

1.3%

その他, 

1.3%

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2010秋調査

2010春調査

1－6．雇用の過不足状況 （非製造業）
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（３）雇用の過不足状況 （職種別） 

職種別にみた雇用の過不足状況については、管理職・事務職において「適正」と回答した企業が６割

を超える（管理職 65.2%、事務職 67.7%）。一方、「不足」感は現業職および技術職において強く、特に

技術職では７割を超えている。（現業職「人材不足」68.9%、技術職「人材不足」72.5%）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 参 考 》 現業職、技術職の雇用の過不足状況（過去の調査対比） 

 

 

0.0%

1.1%

6.5%

9.8%

25.0%

27.8%

67.7%

65.2%

72.5%

68.9%

22.6%

25.0%

2.5%

2.2%

3.2%

0.0%

技術職

現業職

事務職

管理職

1 － 7．雇用の過不足状況（全体）
過剰 適正 不足 その他

0.0%

0.0%

1.2%

1.1%

1.3%

0.0%

0.0%

0.0%

2.9%

2.5%

2.0%

0.9%

0.9%

0.9%

3.5%

5.8%

4.6%

3.1%

4.1%

7.8%

1.1%

0.9%

2.2%

0.0%

2.2%

1.8%

2.8%

1.7%

2.7%

5.6%

2.5%

7.1%

9.5%

10.9%

10.7%

10.8%

14.8%

15.5%

13.1%

17.1%

25.0%

26.5%

27.4%

25.3%

37.5%

38.1%

32.0%

38.4%

45.1%

45.0%

44.2%

50.4%

57.8%

50.9%

56.6%

51.9%

50.5%

56.3%

52.6%

54.4%

27.8%

34.3%

32.2%

27.1%

36.3%

35.4%

38.7%

41.4%

45.9%

46.4%

47.5%

53.2%

54.0%

51.6%

56.6%

50.8%

56.6%

60.9%

57.9%

58.0%

72.5%

68.4%

69.0%

73.6%

56.3%

57.7%

62.9%

60.6%

52.0%

51.7%

52.9%

47.0%

40.5%

47.3%

38.1%

40.4%

40.4%

37.5%

40.2%

32.0%

68.9%

63.9%

64.4%

72.9%

61.5%

62.8%

55.7%

53.4%

49.5%

47.2%

47.5%

38.9%

34.9%

34.4%

31.1%

35.8%

24.6%

20.9%

24.3%

22.2%

2.5%

3.1%

2.4%

0.0%

5.0%

4.1%

5.2%

1.0%

0.0%

0.8%

1.9%

1.7%

0.9%

0.9%

1.8%

1.9%

4.6%

3.1%

3.1%

5.8%

2.2%

0.9%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0%

2.8%

3.4%

1.8%

0.8%

2.5%

0.8%

1.6%

3.1%

1.6%

2.5%

4.1%

2.7%

4.7%

2.6%

2019春調査
2018秋調査
2018春調査
2017秋調査
2017春調査
2016秋調査
2016春調査
2015秋調査
2015春調査
2014秋調査
2014春調査
2013秋調査
2013春調査
2012秋調査
2012春調査
2011秋調査
2011春調査
2010秋調査
2010春調査
2009秋調査

2019春調査
2018秋調査
2018春調査
2017秋調査
2017春調査
2016秋調査
2016春調査
2015秋調査
2015春調査
2014秋調査
2014春調査
2013秋調査
2013春調査
2012秋調査
2012春調査
2011秋調査
2011春調査
2010秋調査
2010春調査
2009秋調査

１ － ８．雇用の過不足状況 （現業職・技術職：過去の調査対比）
過剰 適正 不足 その他
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【 製造業 】 

 

 

 

 

 

 

 

【 非製造業 】 

 

 

 

 

 

 

 

《 参 考 》 技術職における雇用の過不足状況（業種別：過去調査対比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

0.0%

0.0%

13.6%

22.7%

27.3%

72.7%

59.1%

77.3%

72.7%

18.2%

27.3%

0.0%

0.0%

9.1%

0.0%

技術職

現業職

事務職

管理職

1 － 9．雇用の過不足状況（製造業）
過剰 適正 不足 その他

0.0%

1.5%

8.5%

8.6%

25.9%

27.9%

66.2%

67.1%

70.7%

67.6%

23.9%

24.3%

3.4%

2.9%

1.4%

0.0%

技術職

現業職

事務職

管理職

1 － 10．雇用の過不足状況（非製造業）
過剰 適正 不足 その他

0.0%

2.8%

0.0%

1.7%

1.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.3%

3.1%

4.2%

0.0%

0.0%

4.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

8.8%

5.1%

2.9%

2.6%

2.6%

2.6%

8.6%

10.0%

5.4%

25.9%

30.6%

28.6%

21.7%

37.0%

31.3%

35.8%

35.8%

48.5%

43.2%

43.5%

53.2%

58.4%

47.3%

57.7%

51.6%

55.6%

22.7%

15.4%

23.8%

33.3%

38.5%

53.3%

23.3%

43.8%

38.2%

48.7%

45.7%

44.7%

56.4%

57.9%

54.3%

52.5%

40.5%

70.7%

62.5%

68.3%

76.7%

53.7%

62.7%

58.2%

62.7%

51.5%

54.3%

53.6%

44.2%

40.3%

51.4%

38.5%

42.2%

36.1%

77.3%

84.6%

71.4%

66.7%

61.5%

46.7%

73.3%

56.3%

52.9%

46.2%

51.4%

52.6%

41.0%

39.5%

37.1%

37.5%

48.6%

3.4%

4.2%

3.2%

0.0%

7.4%

6.0%

6.0%

1.5%

0.0%

1.2%

2.9%

2.6%

1.3%

1.4%

2.6%

3.1%

4.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.4%

2019春調査
2018秋調査
2018春調査
2017秋調査
2017春調査
2016秋調査
2016春調査
2015秋調査
2015春調査
2014秋調査
2014春調査
2013秋調査
2013春調査
2012秋調査
2012春調査
2011秋調査
2011春調査

2019春調査
2018秋調査
2018春調査
2017秋調査
2017春調査
2016秋調査
2016春調査
2015秋調査
2015春調査
2014秋調査
2014春調査
2013秋調査
2013春調査
2012秋調査
2012春調査
2011秋調査
2011春調査

1 - 11．技術職における雇用の過不足状況 （業種別：過去調査対比）

過剰 適正 不足 その他
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２．２０１９年新卒者の採用状況 

    新卒者を採用した企業（83.7%）のうち、採用人数を「増加した」企業の割合は前年調査より 2.6 ポイ

ント減少し 45.5%であった。採用人数を増加した理由としては、「退職者（定年も含む）増加に伴う補充」

（45.7%）が最も多く、次いで「事業拡大、新規事業」（31.4%）をあげている。一方で減少した理由に

ついては、「応募者の減少」および「内定辞退者の増加による採用減」（ともに 41.7%）が最も多い。 

 

 

（１）新卒者採用の有無          （２）前年と比べた採用人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）採用人数が増加（減少）した理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「採用人数が減少した理由（その他）」（20.8%）のおもな内容 

 ・業務効率化を踏まえた採用数減。（電力・ガス） 

 ・前年がいつもより多かった。（卸・小売）  など 

採用した

83.7%

採用しな

かった

16.3%

２－１．２０１９年 新卒者の

採用状況

45.5%

48.1%

51.9%

50.0%

45.6%

44.1%

37.1%

45.3%

40.2%

32.2%

41.6%

52.6%

23.4%

27.8%

21.0%

24.4%

33.3%

34.4%

33.0%

25.6%

22.8%

21.8%

24.8%

24.7%

31.2%

24.1%

27.2%

25.6%

21.1%

21.5%

28.9%

27.9%

35.9%

44.8%

33.7%

22.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.0%

1.2%

1.1%

1.1%

0.0%

0.0%

2019春調査

2018春調査

2017春調査

2016春調査

2015春調査

2014春調査

2013春調査

2012春調査

2011春調査

2010春調査

2009春調査

2008春調査

２－２．新卒者採用人数の増減

（前年度との比較、過去対比）
増加した 変わらない 減少した その他

41.7%

41.7%

16.7%

8.3%

8.3%

20.8%

20.0%

20.0%

40.0%

20.0%

20.0%

40.0%

47.4%

47.4%

10.5%

5.3%

5.3%

15.8%

0% 20% 40% 60%

応募者の減少

内定辞退者の増加

による採用減

採用基準に見合う

学生が少なかった

経営環境の悪化

退職者(定年も含

む）の減少

その他

２－４．前年と比べて採用人数が減少した

理由（複数回答）

全業種

製造業

非製造業

45.7%

31.4%

17.1%

5.7%

2.9%

69.2%

23.1%

15.4%

0.0%

0.0%

31.8%

36.4%

18.2%

9.1%

4.5%

0% 50% 100%

退職者（定年も含

む）増加に伴う補

充

事業拡大、新規事

業

内定辞退者が予想

より少なかったた

め、結果として採

用増

採用基準に見合う

学生が増えた

業績の回復

２－３．前年と比べて採用人数が増加した

理由（複数回答）

全業種

製造業

非製造業
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３．２０２０年新卒者採用数の方向性 

２０２０年新卒者採用数の対２０１９年比増減について、リーマン・ショック後の調査（2009 年春 

調査）以降、各学歴とも「増やす」企業が増回傾向にあったが、今回の調査では減少した。特に大卒に

おいては前年調査（34.4％）と比べて 17.7 ポイント大幅に減少して 16.7%となった。また、高卒におい

ても「増やす」と答えた企業は 9.8 ポイント減少して 16.9%となった。 

 

 【 大卒 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 短大・専門学校・高専卒 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 高卒 】 

 

 

 

 

23.4%

26.7%

22.0%

23.7%

20.1%

11.8%

10.4%

17.3%

9.0%

増やす, 22.2%

47.9%

37.1%

45.8%

38.1%

33.6%

34.6%

36.0%

26.4%

31.5%

変わらない, 

27.4%

4.3%

5.2%

6.8%

10.2%

14.9%

13.4%

11.2%

20.0%

21.6%

減らす, 10.3%

24.5%

31.0%

25.4%

28.0%

31.3%

40.2%

42.4%

36.4%

37.8%

未定, 40.1%

H29.春調査

H28.春調査

H27.春調査

H26.春調査

H25.春調査

H24.春調査

H23.春調査

H22.春調査

H21.春調査

H20.春調査

３－２．次年度の新卒者採用数の方向性

（大卒：過去調査対比）

増やす

34.4%

変わらない

26.9%

減らす

10.8%

未定

28.0%

3 - 1. 大卒

34.4%

23.4%

26.7%

22.0%

23.7%

20.1%

11.8%

10.4%

17.3%

9.0%

増やす, 22.2%

26.9%

47.9%

37.1%

45.8%

38.1%

33.6%

34.6%

36.0%

26.4%

31.5%

変わらない, 

27.4%

10.8%

4.3%

5.2%

6.8%

10.2%

14.9%

13.4%

11.2%

20.0%

21.6%

減らす, 10.3%

28.0%

24.5%

31.0%

25.4%

28.0%

31.3%

40.2%

42.4%

36.4%

37.8%

未定, 40.1%

H30.春調査

H29.春調査

H28.春調査

H27.春調査

H26.春調査

H25.春調査

H24.春調査

H23.春調査

H22.春調査

H21.春調査

H20.春調査

３－２．次年度の新卒者採用数の方向性

（大卒：過去調査対比）

増やす

16.7%

変わら

ない

44.4%

減らす

7.8%

未定

31.1%

3 - 1. 大卒

16.7%

34.4%
23.4%

26.7%

22.0%

23.7%

20.1%

11.8%

10.4%

17.3%

9.0%

増やす, 22.2%

44.4%

26.9%

47.9%

37.1%

45.8%

38.1%

33.6%

34.6%

36.0%

26.4%

31.5%

変わらない, 

27.4%

7.8%

10.8%

4.3%

5.2%

6.8%

10.2%

14.9%

13.4%

11.2%

20.0%

21.6%

減らす, 10.3%

31.1%

28.0%

24.5%

31.0%

25.4%

28.0%

31.3%

40.2%

42.4%

36.4%

37.8%

未定, 40.1%

2019春調査

2018春調査

2017春調査

2016春調査

2015春調査

2014春調査

2013春調査

2012春調査

2011春調査

2010春調査

2009春調査

2008春調査

３－２．次年度の新卒者採用数の方向性

（大卒：過去調査対比）

増やす

11.2%

変わら

ない

33.7%

減らす

4.5%

未定

50.6%

3 - 3. 短大・専門学校・高専卒

11.2%

18.9%
17.2%

10.7%

10.9%
15.0%

7.1%

4.9%

5.0%

10.7%

3.8%

増やす, 7.8%

33.7%

23.3%

36.6%

32.1%

40.9%

40.7%

41.3%

33.6%

31.1%

30.1%

31.1%

変わらない, 

35.7%

4.5%

8.9%

1.1%
3.6%

5.5%

5.3%

10.3%

8.2%

7.6%

12.6%

22.6%

減らす, 7.0%

50.6%

48.9%

45.2%

53.6%

42.7%

38.9%

41.3%

53.3%

56.3%

46.6%

42.5%

未定, 49.5%

2019春調査
2018春調査
2017春調査
2016春調査
2015春調査
2014春調査
2013春調査
2012春調査
2011春調査
2010春調査
2009春調査
2008春調査

３－４．次年度の新卒者採用数の方向性

（短大、専門学校、高専卒：過去調査対比）

増やす

16.9%

変わら

ない

38.2%減らす

4.5%

未定

40.4%

3 - 5. 高卒

16.9%

26.7%

24.7%

14.9%

19.5%

16.8%

8.0%

7.4%

6.7%

9.8%

4.6%

増やす, 12.1%

38.2%

25.6%

34.4%

33.3%

37.2%

37.4%

36.0%

33.1%

33.3%

27.5%

24.1%

変わらない, 

32.8%

4.5%

13.3%

3.2%

5.3%

8.8%

8.4%

15.2%

13.2%

13.3%

17.6%

31.5%

減らす, 13.8%

40.4%

34.4%

37.6%

46.5%

34.5%

37.4%

40.8%

46.3%

46.7%

45.1%

39.8%

未定, 41.3%

2019春調査

2018春調査

2017春調査

2016春調査

2015春調査

2014春調査

2013春調査

2012春調査

2011春調査

2010春調査

2009春調査

2008春調査

３－６．次年度の新卒者採用数の方向性

（高卒：過去調査対比）
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《 参 考 》 業種別にみた２０２０年新卒者採用数の方向性（大卒） 

大卒について業種別にみた２０２０年新卒者採用数の方向性については、製造業において「増やす」

と回答した企業が前年調査より 39.6 ポイント大幅に減少して 4.8%となった。一方、「未定」と回答し

た企業は 26.2 ポイント大幅に増加した（非製造業：2018 春調査 16.7% → 2019 春調査 42.9%）。 

 

 

【 製造業 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 非製造業 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増やす

4.8%

変わら

ない

33.3%

減らす

19.0%

未定

42.9%

3 - 7. 大卒（製造業）

4.8%

44.4%
33.3%

30.0%

22.2%

29.4%

23.1%

2.9%

19.4%

28.6%

11.1%

増やす, 42.4%

33.3%

33.3%

37.0%

30.0%

50.0%

41.2%

28.2%

42.9%

33.3%

28.6%

36.1%

変わらない, 

36.4%

19.0%

5.6%
7.4%

10.0%

11.1%

20.6%

17.9%

20.0%

22.2%

17.1%

25.0%

減らす, 18.2%

42.9%

16.7%

22.2%
30.0%

16.7%

8.8%

30.8%

34.3%

25.0%

25.7%

27.8%

未定, 3.0%

2019春調査

2018春調査

2017春調査

2016春調査

2015春調査

2014春調査

2013春調査

2012春調査

2011春調査

2010春調査

2009春調査

2008春調査

３－８．次年度の新卒者採用数の方向性

（大卒製造業：過去調査対比）

増やす

20.3%

変わら

ない

47.8%

減らす

4.3%

未定

27.5%

3 - 9. 大卒（非製造業）

20.3%

32.0%
19.4%

25.6%

22.0%

21.4%

18.9%

15.2%

6.7%

12.0%

8.0%

増やす, 16.9%

47.8%

25.3%

52.2%

39.5%

43.9%

36.9%

35.8%

31.5%

37.1%

25.3%

29.3%

変わらない, 

28.2%

4.3%

12.0%
3.0%

3.5%
4.9%

6.0%

13.7%

10.9%

6.7%

21.3%

20.0%

減らす, 8.5%

27.5%

30.7%

25.4%

31.4%

29.3%

35.7%

31.6%

42.4%

49.4%

41.3%

42.7%

未定, 46.4%

2019春調査

2018春調査

2017春調査

2016春調査

2015春調査

2014春調査

2013春調査

2012春調査

2011春調査

2010春調査

2009春調査

2008春調査

３－１０．次年度の新卒者採用数の方向性

（大卒非製造業：過去調査対比）
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■ 諸手当の支給状況について ■ 

１．正社員および有期雇用労働者等への手当の支給状況について 

    2018 年 7 月に働き方改革関連法が公布され、同一労働同一賃金に関しては 2020 年 4 月 1 日から施行

される（中小企業は 2021年 4月 1日から適用）。今回の調査においては、正社員に対する主要手当の支

給状況のほか、働き方改革関連法による同一労働同一賃金において焦点となる有期雇用労働者等への手

当の支給状況について尋ねた。結果については図表１のとおりであった。 

 

 

※単位は％、（ ）は社数を表す。 

※「２．有期雇用労働者等への支給」に示す数字は、正社員へ支給している手当の企業数を 100 として、そ

の手当を正社員と同じ基準（または別基準）で支給している企業の割合を示す。例えば、正社員に役付  

手当を支給している企業は 87 社（94.6％）で、フルタイム勤務の有期雇用労働者に正社員と同じ基準で

役付手当を支給している企業は 19 社であり、21.8％（＝19÷87×100、小数第 2 位を四捨五入）となる。 

 

 

 

 

 

【図表１】 正社員および有期雇用労働者等への手当の支給状況

（社）、％

同じ基準

で支給

別基準で

支給

同じ基準

で支給

別基準で

支給

同じ基準

で支給

別基準で

支給

同じ基準

で支給

別基準で

支給

➀
　役付手当

（役職手当）
(92) 100 (87) 94.6 (5) 5.4 21.8 17.2 4.6 10.3 25.3 21.8 18.4 10.3

② 特殊勤務手当 (80) 100 (30) 37.5 (50) 62.5 53.3 6.7 10.0 10.0 63.3 6.7 30.0 6.7

③ 特殊作業手当 (76) 100 (22) 28.9 (54) 71.1 63.6 9.1 27.3 9.1 72.7 13.6 45.5 9.1

④ 年末年始手当 (85) 100 (44) 51.8 (41) 48.2 77.3 6.8 38.6 15.9 93.2 0.0 50.0 4.5

⑤ 宿日直手当 (78) 100 (22) 28.2 (56) 71.8 54.5 0.0 22.7 9.1 77.3 4.5 36.4 4.5

⑥ 通勤手当 (93) 100 (90) 96.8 (3) 3.2 75.6 8.9 61.1 17.8 87.8 4.4 50.0 12.2

⑦ 家族手当 (91) 100 (82) 90.1 (9) 9.9 15.9 14.6 3.7 8.5 29.3 13.4 13.4 9.8

⑧ 住宅手当 (85) 100 (51) 60.0 (34) 40.0 13.7 21.6 0.0 13.7 19.6 21.6 13.7 15.7

⑨　食事手当 (83) 100 (13) 15.7 (70) 84.3 53.8 7.7 23.1 0.0 61.5 7.7 15.4 7.7

⑩ 呼出手当 (81) 100 (13) 16.0 (68) 84.0 69.2 0.0 30.8 0.0 76.9 0.0 53.8 0.0

⑪ 待機手当 (81) 100 (14) 17.3 (67) 82.7 57.1 7.1 21.4 0.0 85.7 0.0 57.1 0.0

⑫ 精皆勤手当 (83) 100 (7) 8.4 (76) 91.6 42.9 0.0 0.0 14.3 57.1 0.0 28.6 0.0

(1)フルタイム勤務
(2)短時間勤務

（パート等）
(3)定年後再雇用者 (4)無期転換者

２．有期雇用労働者等への支給　「正社員への支給｝＝100.0１．正社員への支給

合　計区　　分
あ　り な　し
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（１）正社員への支給状況について 

    正社員に支給されている手当に関して支給割合が高い手当については、「通勤手当」が最も多く

（96.8%）、次いで「役付手当（役職手当）」（94.6％）、「家族手当」（90.1%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）有期雇用労働者等への支給状況について 

a. フルタイム勤務 

    フルタイム勤務で正社員と同じ基準で支給されている手当について最も多かったのは「年末年

始手当」（77.3％）であり、次いで「通勤手当」（75.6％）、「呼出手当」（69.2％）であった。 

b. 短時間勤務（パート等） 

短時間勤務（パート等）で正社員と同じ基準で支給されている手当について、50％を越えて最

も多かったのは「通勤手当」（61.1％）であった。 

c. 定年後再雇用者 

定年後再雇用者で正社員と同じ基準で支給されている手当について、最も多かったのは「年末年

始手当」（93.2％）であり、次いで「通勤手当」（87.8％）、「待機手当」（85.7％）であった。 

d. 無期転換者 

無期転換者については同一労働同一賃金の対象には入らないが、正社員と同じ基準で支給され

ている手当について、最も多かったのは「待機手当」（57.1％）であり、次いで「呼出手当」（53.8％）

であった。 

 

 

 

 

 

8.4%

15.7%

16.0%

17.3%

28.2%

28.9%

37.5%

51.8%

60.0%

90.1%

94.6%

支給あり, 96.8%

91.6%

84.3%

84.0%

82.7%

71.8%

71.1%

62.5%

48.2%

40.0%

9.9%

5.4%

支給なし, 3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精皆勤手当

食事手当

呼出手当

待機手当

宿日直手当

特殊作業手当

特殊勤務手当

年末年始手当

住宅手当

家族手当

役付手当

（役職手当）

通勤手当

4 - 1．諸手当の正社員への支給状況
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２．有期雇用労働者等への手当支給の見直し状況について 

有期雇用労働者等への手当支給の見直し状況を尋ねたところ、「すでに見直した」（11.1％）および「見

直しを検討中」（41.1％）を併せて 5 割超（52.2％）の企業が対策を講じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

53.3

63.6

77.3

54.5

75.6

53.8

69.2

57.1

42.9

10.0

27.3

38.6

22.7

61.1

23.1

30.8

21.4

0.0

63.3

72.7

93.2

77.3

87.8

61.5

76.9

85.7

57.1

30.0

45.5

50.0

36.4

50.0

15.4

53.8
57.1

28.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

特殊勤務手当 特殊作業手当 年末年始手当 宿日直手当 通勤手当 食事手当 呼出手当 待機手当 精皆勤手当

4 - 2. 正社員と同一基準で支給している企業割合

フ
ル
タ
イ
ム
勤
務 短

時
間
勤
務
等
（
パ
ー
ト
等
）

定
年
後
再
雇
用
者

無
期
転
換
者

（％）

すでに見直した

11.1%

見直しを検討中

41.1%

検討していない

17.8%

未定

30.0%

4 - 3. 手当支給の見直し状況


